
48

1.　はじめに

過去，大学には「運営」があっても「経営」
はないという指摘がなされてきた［1］．

経営という言葉には様々な定義があるが
「事業をうまく推進するための知恵や手法で
あり，それは理論として体系化されたり，制
度として形式化されたりするもの」［2］とする
と，大学に「経営」があるという十分条件を
満たすためには ICT の活用が浸透した現在
においては企業では常識的な ICT を駆使し
た科学的な手法の実践が含まれるべきであろ
う．大学の特性として利害関係者が多岐にわ
た る た め 多 く の KPI（Key Performance 
Indicator）によって大学を評価する必要が
あり，それら多面的なデータを測定，蓄積，
分析するために ICT の活用は必須である．
財務，教育，研究，図書館，学外活動などに
おける大学の諸活動を表すデジタルデータが
一元的に蓄積されることによって，それらを
関連付けた評価が可能となり最終的には大学
における Improvement Process を確立する
こともできるものと考える．

大学経営に対する文部科学省の施策として
平成 11 年からは自己点検・評価を実施する
ことと，結果を公表することが義務化されて
いる［3］．そのため大学にあっては文部科学
省が認可した認証評価機関の審査を 7 年ごと
に受けることになっている．本学では自己点
検・評価を推進するために大学評価室という
担当部門が 2008 年に発足している．こうし
た担当部門の悩みは多くの労力をかけて整備
した各種データが単に形式的な自己点検・評
価だけに利用され，各部門の PDCA サイク
ルの実施に活用されないことである．自己点
検・評価の本来の目的は自身で課題点を見出
し，その部門に所属する教職員がそれらの課
題を共有し，改善していくことである．その

ためには教職員に対してデータの公開が必要
となるが，表形式で提示しただけでは単なる
数字の羅列になってしまい，直感的に傾向を
把握することができない．

データの可視化あるいは見える化について
はこうした背景から多くの大学で必要とされ
ているはずであるが，国内における事例報告
は極めて少ない．その理由のひとつとして，
天野が述べているように「高等教育は研究者
にとって特異な対象領域であったがために高
等教育全体の研究そのものの歴史は長くな
い」［4］ことにより ICT を活用した大学シス
テムの研究開発も進まなかったのではなかろ
うか．大学システムの研究は，国内では大学
史研究会，IDE（民主教育協会），広島大学
大学教育研究センターにて 1970 年代に研究
が開始されたと言われている．国外では
1973 年に書かれたマーチン・トロウの“高
等教育の構造＝歴史理論”が有名である．こ
れら国内外の研究においては教育学と社会学
の分野からのアプローチであり，経営学ある
いは情報学の分野からのアプローチではない．
経営学的アプローチのひとつとしてとして R. 
Kaplan & D. Norton による戦略バランスト・
スコアカードがあるが日本において大学を対
象とした検討は奥居により研究報告されてい
るに過ぎない［5］．また，大学における経営
情報システムに関しては中井らによって名古
屋大学にて構築された事例が報告されている
に過ぎない［6］．大学では教育・研究システム，
事務システム，図書館システム，キャンパス
ネットワークというようにシステム構築がな
されてきたが，それらは大学の運営に供する
システムである．このような現状から経営を
支援するような情報サービスシステムについ
てはこれからの展開であることがわかる．

本学では情報サービスシステムとして位置
付けられる大学評価支援システムおよび退学
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者予知システムを構築したので，そこで得ら
れた知見を報告する．

2.　大学評価指標の可視化

2.1　概要

大学評価指標の可視化などの機能を提供す
る情報サービスシステム全体の考え方はバラ
ンスト・スコアカードのフレームワークを採
用し，図 1 に示すような大学戦略マップを基
本としている．このフレームワークを実装す
るシステムが大学評価支援システムである．
このシステムでは大学評価に必要となる基礎
的な指標とともに大学独自の諸活動を評価す
る指標を生成し，それらを可視化することに
よって教職員の意思決定を支援することを大
きな柱のひとつとしている．このシステムに
より大学経営陣から担当者に至る誰もが大学
の現状を把握でき，さらに様々なシミュレー
ションに活用できることを目的としてシステ
ムの構築を始めた．しかしながら KPI を設
定して各種シミュレーションを実施するため
には初めに学内にあるデータを整備する必要
があり，次の 2 つの段階に分けて開発を行う
こととした．

Phase I：
大学評価に必要となるデータを整備し，大

学における様々な活動の可視化を実証する．

Phase II：
大学戦略マップによるシステムに必要とな

るモデルを生成し，その活用可能性を実証す
る．

本稿のタイトルにもなっている大学評価指
標の可視化は Phase I として位置付けられ，
大学評価支援システムの一機能としてサービ
スを提供できるよう計画した．

2.2　開発

2007年から2 年間，BI（Business Intelligence）
のソフトウェアに関し企業向けの高機能なシ
ステムから Microsoft Excel などの簡易シス
テムに至るまで調査を行ってきた．結果とし
て次の観点から Microsoft SharePoint および
SQL Server を中心とした Windows 環境か
らなる Web ベースのシステムを採用した．

SharePoint の PerformancePoint ●
Services によりバランスト・スコアカー
ドによるシミュレーション機能の実装が
できる．また SQL Server では Reporting 

図 1　大学戦略マップ
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Services にてサーバサイドで Excel レベ
ルのグラフを作成することができ，さら
に受験生の県別分布などで利用する日本
地図を利用した表示ができる．また
Analysis Services では各種データの相
関関係を分析するデータマイニングの機
能が利用できる．（機能要件）
教職員の多くが利用している Excel との●
連携が容易である．（非機能要件）
Excel および SharePoint はキャンパス●
アグリーメントに含まれるためライセン
スを追加購入する必要がない．（コスト）

2.3　実証

可視化の対象とした項目を表 1 に示す．こ
れらのデータの多くはすでに学内の担当部門
にて Excel 形式でまとめられ，紙ベースで配
布されていた便覧に含まれていた．これらの
Excel データを SQL Server にて管理できる
形にフォーマット変換したうえでシステムに
入力した．

可視化の典型的な事例として「13 卒業判
定」の結果を図 2 に示す．Web ブラウザ画
面上部には SQL Server Reporting Services
によるグラフが表示され，その下にはグラフ
の元となる表形式のデータが表示される．本
システムではこの形式を標準的なレイアウト
としている．

ユーザがこれらのデータを加工して別の
データを作成したい場合には，SharePoint
のエキスポート機能を利用して自身の PC に
Excel 形式でこれらのデータをダウンロード
することができる．ダウンロードしたデータ
は Excel でも図 2 と同様の形式で表示できる．

なお，システム構築の際には次のような課
題が生じたが執筆時点ではいずれも解消され
ている．

当初の開発基盤であった SharePoint2007●
では Web ブラウザが Internet Explorer
でないと表示形式が崩れることがあった．
本システムは職員だけでなく教員の利用

表 1　可視化項目一覧

図 2　卒業判定事例
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も前提としているため異種ブラウザのサ
ポートは必須条件であった．その後
SharePoint2010 に移行したところ本課題
は解決され Windows 環境では Internet 
Explorer のほか Firefox, Mac 環境では
Safari にて計画した形式での表示が可能
となった．
大学は基本的にオープンな環境であり●
Microsoft Active Directory ドメインに
すべてのシステムが属していないが故の
課 題 が あ る． 当 初 の 基 盤 で あ っ た
SharePoint2007 と SQL Server 2008 で
はそれらを密結合システムとして稼働さ
せる統合モードが Active Directory ド
メイン外からの Web アクセスに対応し
ていなかった．そのため SharePoint で
認証されているにも関わらず，グラフ表
示 の た め に SQL Server Reporting 
Services の機能を使う際に再度認証を必
要とした．その後 SharePoint2010 およ
び SQL Server 2008 R2 の統合モードに
移行し Active Directory ドメイン外か
らのアクセスに対し 1 回の認証で済むよ
うに改善された．

2.4　評価

Web ベースのシステム構築により紙媒体
の便覧ではできなかった次のようなことが実
現でき，目的としていたあらゆる教職員によ
る意思決定に供される様々なデータの提供を
可能とした．

一部の教職員だけが参照していたデータ●
をすべての教職員が自身の PC の Web
ブラウザにて参照できるようになった．

多くのデータで年度推移が表示できるよ●
うになった．その最も特徴的な事例とし
て日本地図を用いて年度別に受験生の県
別分布を表示できるようになった．（図
3）
各部門にて新たにデータを作成すること●
なく，必要に応じデータをダウンロード
し再利用することができるようになった．

2.5　まとめ

公開されているデータを利用し，大学にお
ける様々な活動の可視化を実証するという
Phase I の範囲のシステム構築が実現できた．

他大学からの見学者によると本システムは
大学で必要とされているにも関わらずなかな
か実現できないシステムであるようだ．その
理由は様々であろうがデータ収集が困難を極
めるという．本学で本システムが実現できた
大きな要因はすでに紙ベースの便覧を学務部
という部門で発行しており，データが学務部
に集約されていたことが大きい．もしこうし
たデータが学部内で管理されていたとしたら，
データの公開には教授会承認が必要となるこ
とが多いため，15 学部を有する本学では，
すべての学部からデータを収集することは難
しかったかもしれない．

こうしたシステムは利用されてこそ意味が
ある．本学では 2009 年度より大学評価室主
導で各部門の自己点検を実施しており，2010
年度から自己点検の評価項目として数値デー
タの記載が各部門に義務付けられた．そのた
め本システムが提供するデータを根拠として
記載する部門が増え，結果的に多くの部門が
必要とするシステムとしての位置を築くこと

図 3　各県別受験生数の推移事例
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ができた．また，大学評価室は，大学基準協
会の認証評価において要求されるデータのと
りまとめを担当する部門であり，筆者の属す
る研究センターでは様々なデータ公開方法に
ついて研究開発がすすめられていたことも要
因のひとつであろう．本システムは大学が要
件定義，プロトタイプ開発，学内普及を主導
し，開発をベンダに委託した分担モデルによ
るプロジェクトであった．また，開発手法も
アジャイル開発とし，できあがったグラフを
見ながら大学と開発ベンダが協議して改善を
行った．

大学の独自性を打ち出すシステムの開発は
こうした大学主導のプロジェクト推進体制と
ベンダとの協働体制が極めて重要であるもの
と考えている．

3.　エンロールメント管理

3.1　概要

大学評価指標の可視化によって表形式の
データでは気付かなかった様々な課題を一目
で把握することができるようになった．その
課題の一つが退学・除籍者である．本学では
全学生の 1.5%程度にあたる 400 名余の学生
が退学あるいは除籍となっている．大学とし
ては授業料が徴収できないための財務的な課
題もさることながら，大学を離れる学生の存
在自体が大学に何らかの問題がある恐れがあ
り，これらの改善は必須である．

このアクションプランとして ICT を活用
したエンロールメント管理を理工系学部と協
働して取り組むことになった．本学では
2007 年度から出席管理システムが導入され
ており，そこに蓄積されている日々のデータ
からこうした学生をいち早く検知できれば，
その学生と協議して改善策を見出すことがで
きるのではないかということで退学者予知シ
ステムの開発に着手した．

3.2　開発

事務担当へのヒアリングの結果，本学にお
ける現状は退学者が大学に退学届をして初め
てその存在に気付くということが明らかに
なった．また同時に退学に至る経緯が次のよ
うなシナリオであることも分かった．

①　必修科目における欠席
②　単位の未取得
③　留年

④　友人の減少
⑤　不登校
⑥　退学

そのため①の状況をいち早く察知し，②以
降の状況を未然に防ぐことを試みることとし
た．本学の理工系学部では学生証に SUICA
および Edy などで利用されている IC カード
の FELICA を採用している．学生は授業ご
とに教室入口に設置された IC カードリーダ
にこの学生証をかざし，出席管理システムに
出席の登録を行っている．この出席管理シス
テムに蓄積された出欠データを分析すれば，
すべての学生の必修科目の欠席状況を把握す
ることができる．

これらの機能を実装する退学者予知システ
ムの基盤として次の理由により Microsoft 
Dynamics CRM を採用することとした．

エンロールメント管理の観点から，大学●
が設定した各種条件によって学生を抽出
し，その学生に対して適切な情報を提供
でき，さらに学生に対して行った情報提
供を学生ごとに記録できることが要件と
なる．Dynamics CRM ではこれらの機
能が提供でき，今回の退学・除籍者の予
知にも利用できることが事前調査で明ら
かになっていた．（機能要件）
教職員の多くが利用している Excel との●
連携が容易である．（非機能要件）
Dynamics CRM の前提要件となってい●
る Exchange などはキャンパスアグリー
メントに含まれており，それらを活用で
きる．（コスト）

3.3　実証

理工系学部である理工学部および生命科学
部にて 2010 年度前期および後期に開講され
たすべての必修科目 231 科目を対象として実
証を行った．なお，これらの科目を履修して
いる学生数は 1921 人であった．
「②単位の未取得」に至る可能性のある学

生として必修科目において連続 3 回以上欠席
している学生をその対象とした．期中までの
7 回もしくは 8 回までの出欠データを出席管
理システムから CSV 形式にてエキスポート
し，それらのデータを本システムにインポー
トし連続 3 回以上欠席している学生を抽出し
た．

その結果，438 人の学生がリストアップさ
れた．なお，語学系の科目については教員に
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よって出席管理システムの入力を必須として
いない教員がいるため対象外とした．図 4 に
抽出結果の事例を示す．学生がある科目にて
3 回以上欠席した場合に，その状況が 1 行の
データとして表示される．左から学生属性，
科目属性，出欠状況である．ある学生が複数
の科目において 3 回以上欠席した場合には科
目数分の行数にて表示される．図 4 において
矢印で示している箇所は 2 科目あるいは 3 科
目で 3 回以上欠席が続いた学生である．

Dynamics CRM ではある条件に合致した
ユーザを検知した場合，本文にその旨を記し
たメールをユーザに送信できる．当初は学生
に対してこれらのお知らせメールを送信する
ことを計画したが，欠席を続ける学生は大学
からのメールにも注意を払わないという想定
のもと，最終的には管理者である教職員に当
該メールを送信し何らかのアクションをとる
方法を採用した．

3.4　評価

出席管理システムから CSV 形式にてエキ
スポートした出欠データのインポート，連続

3 回以上欠席している学生の検知，管理者へ
のメール送信，学生のリストアップという一
連の機能を確認できた．

本来は本システム上でさらなるエンロール
メント管理に必要な機能を実装することが望
ましいが，今回は CRM システムの適用可能
性を検証することが目的であったためこれら
の機能の確認に留めた．

3.5　まとめ

退学者予知システムにより連続 3 回以上の
必修科目における欠席という条件に合致した
学生を退学の可能性のある学生として抽出し
た．その学生数が 1921 人中 438 人であると
いうことは全学生の 22.8%が該当しているこ
とになる．本学の退学・除籍者数の割合は
1.5%程度であるので 10 倍以上の学生が抽出
されている．本システムで退学可能性を予知
された学生が実際に退学あるいは除籍に至っ
たかという検証は現時点ではできていない．
本年度末にはこれらのデータを加えて，対象
とする必修科目の絞り込みあるいは連続 3 回
以上とした欠席条件などを見直し，より高い

図 4　退学者予知システム出力事例



54

精度で予知できるような判定条件を検討する
予定である．

本年度はシステム構築の可能性を実証した
が，次年度からは出席管理システムを利用し
ている理工系の学部にて本システムを本番運
用する予定である．これらの学部ではすでに
期末にて取得された単位をベースに学生に対
する指導を行っている．本システムにより
15 回の授業のうち半分の授業が完了する 5
月末には欠席の多い学生を抽出し，それらの
学生に対して期中の段階で注意を促すことが
できるようになる．期末に加え期中における
学生への適切な指導により退学者が少しでも
削減されることが期待されている．

4.　おわりに

大学を経営するための 2 つの支援システム
を構築し，そこで得られた知見を紹介した

教務，財務，人事などの事務システムおよ
び出席管理システムなどは大学を運営するた
めのシステムである．これらのシステムには
経営的な判断に必要となるデータが蓄積され
ていても，整理されていないために教職員に
何かを示唆するようなデータとして使うこと
ができなかった．本稿で紹介した 2 つのシス
テムはいずれもこうしたシステムに蓄積され
ているデータを活用して教職員に経営的視点
からの情報を提供するシステムである．

また，システム的な観点からは，いずれの
システムもそれを活用する組織およびそれを
開発する組織が学内にあり，システムを改善
するための PDCA サイクルを回すことがで
きる．このように大学が独自の特色を出すよ
うなシステムは企画から運用までのライフサ
イクルを大学主導で行うことが必要であろう．

今後こうした開発が各大学で実施されれ
ば，本会のようなコミュニティがより活発に
機能できると考えている．
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